
 ＣＶ-２２オスプレイの県内訓練場使用に断固反対する意見書 

 
沖縄防衛局から平成２７年１０月１４日入手した空軍特殊作戦コマンドのＣＶ-

２２の横田飛行場配備に関する環境レビューの中から、２０１７年から横田基地に

配備する米空軍仕様の垂直離着陸輸送機ＣＶ-２２オスプレイが沖縄県内の訓練場

を使用することが記載されており、県民に大きな衝撃を与えた。 

日本政府は同型機の事故率が普天間基地に配備されているＭＶ-２２オスプレイ

の３.４倍高いと公表している。今後、このような危険極まりない輸送機が嘉手納基

地の米空軍第３５３特殊作戦群、トリイ通信施設の米陸軍特殊作戦部隊が駐留して

いるこの地域で、ほとんどの施設が備わっている嘉手納飛行場への飛来が常態化す

ることが想定できる。 
 ちなみに、平成２４年１２月時点における県内米軍基地事故発生件数５４０件中

嘉手納基地が３５８件（６６％）を占め、さらに嘉手納弾薬庫、陸軍貯油施設が隣

接し、これら軍事施設に取り囲まれ「世界で最も危険な基地」と日々向かい合って

暮らしている町民にとっては言語道断であり、速やかな撤回を強く求める。 
 嘉手納町議会はこれまでにも平成２５年１月１１日、同年８月９日に同型機の嘉

手納基地配備反対を表明し、建白書の実現に向けて最大限の行動を行ってきた。そ

の矢先の通告に対し激しい怒りを禁じえない。 
負担軽減策として基地の整理縮小が進む中、そのシワ寄せが間違いなく嘉手納基

地の機能強化に繋がり、負担はますます増加している。基地負担は国民全体の問題

であり、特定の自治体だけに負わすものではなく、全体で応分の負担をすべきであ

る。 
よって、嘉手納町議会は町民の生命、財産、安全及び平穏な生活を守る立場から、

ＣＶ-２２オスプレイの県内訓練場の使用に断固反対し、下記事項を強く求める。 

 
記 

 
１．ＣＶ-２２オスプレイの県内訓練場使用計画を撤回し、配備を中止すること。 

 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 
平成２７年１０月２６日 
沖縄県嘉手納町議会 

（あて先） 
  内閣総理大臣  外務大臣  防衛大臣 

外務省特命全権大使（沖縄担当）  沖縄防衛局長  沖縄県知事 

 
 

 
 

 
 



ＣＶ-２２オスプレイの県内訓練場使用に断固反対する抗議決議 

 
沖縄防衛局から平成２７年１０月１４日入手した空軍特殊作戦コマンドのＣＶ-

２２の横田飛行場配備に関する環境レビューの中から、２０１７年から横田基地に

配備する米空軍仕様の垂直離着陸輸送機ＣＶ-２２オスプレイが沖縄県内の訓練場

を使用することが記載されており、県民に大きな衝撃を与えた。 

日本政府は同型機の事故率が普天間基地に配備されているＭＶ-２２オスプレイ

の３.４倍高いと公表している。今後、このような危険極まりない輸送機が嘉手納基

地の米空軍第３５３特殊作戦群、トリイ通信施設の米陸軍特殊作戦部隊が駐留して

いるこの地域で、ほとんどの施設が備わっている嘉手納飛行場への飛来が常態化す

ることが想定できる。 
 ちなみに、平成２４年１２月時点における県内米軍基地事故発生件数５４０件中

嘉手納基地が３５８件（６６％）を占め、さらに嘉手納弾薬庫、陸軍貯油施設が隣

接し、これら軍事施設に取り囲まれ「世界で最も危険な基地」と日々向かい合って

暮らしている町民にとっては言語道断であり、速やかな撤回を強く求める。 
 嘉手納町議会はこれまでにも平成２５年１月１１日、同年８月９日に同型機の嘉

手納基地配備反対を表明し、建白書の実現に向けて最大限の行動を行ってきた。そ

の矢先の通告に対し激しい怒りを禁じえない。 
負担軽減策として基地の整理縮小が進む中、そのシワ寄せが間違いなく嘉手納基

地の機能強化に繋がり、負担はますます増加している。基地負担は国民全体の問題

であり、特定の自治体だけに負わすものではなく、全体で応分の負担をすべきであ

る。 
よって、嘉手納町議会は町民の生命、財産、安全及び平穏な生活を守る立場から、

ＣＶ-２２オスプレイの県内訓練場の使用に断固反対し、下記事項を強く求める。 

 
記 

 
１．ＣＶ-２２オスプレイの県内訓練場使用計画を撤回し、配備を中止すること。 

 
以上、決議する。 

 
平成２７年１０月２６日 
沖縄県嘉手納町議会 

（あて先） 
  駐日米国大使  在日米軍司令官  在沖米四軍沖縄地域調整官 
  在沖米国総領事  嘉手納基地第１８航空団司令官  沖縄県議会議長 

 
 
 
 
 


